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日本医療政策機構は、気候変動枠組条約第 30 回締約国会議（COP30）を控え、日本の保健医療分野の団

体における、気候変動と健康に関する認識、知識、取組、見解を明らかにするため、日本の保健医療分野

の関連団体を対象に自記式質問紙票によるオンライン調査を実施した。 

 

本調査は 2025 年 10 月 3 日から 28 日にかけて行われ、日本の医療系学術団体（医学系、歯学系、看護学

系、薬学系）および医療専門職団体、製薬系・医療機器系・医薬品卸系を含む産業団体を対象とした。  
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主な調査結果 

1. 認識 

1.1. 気候変動および健康影響に関する認識（5段階評価） 

気候変動が起きていること、および気候変動が人々の健康に影響を与えることについて、ほぼ全

ての学術団体、職能団体、産業団体が「強くそう思う」「ややそう思う」と肯定的な回答をしてお

り、一定のコンセンサスが得られていると考える。 

 

1.2. 保健医療分野に由来する温室効果ガス（GHG）排出量に関する認識（5段階評価） 

保健医療分野に起因する GHG 排出量が気候変動に寄与する程度について、「大いに寄与」、「ある程

度寄与」していると回答したのは、学術団体では半数以下であった一方、産業団体は 2/3 であった。

学術団体では、保健医療分野に起因する GHG 排出が気候変動に与える影響を相対的に低く認識し

ていることが示唆された。 

 

1.3. 保健医療分野の団体が担う役割（5段階評価） 

保健医療分野の団体が気候変動の文脈において患者や地域住民を支援する役割を担っているとい

う認識について、産業団体は 7 割（73.3%）、学術団体は半数超（57.7%）が肯定的評価を示した。

学術団体においては、「どちらでもない」が 1/4（25.0%）、否定的回答が 1/6（16.9%）存在した。

職能団体は 3 団体（75.0%）が肯定的評価を示した一方で、「あまりそう思わない」と回答した職

能団体が 1 団体（25.0%）あり、団体カテゴリー間で認識の差が見られた。 

 

2. 知識 

2.1. 気候変動の健康分野における影響に関する国内外の動向（4段階評価） 

世界の医学系学術誌における文献、国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）での議論、および環

境省による気候変動評価報告書等で記述された、気候変動の健康分野における影響について、産

業団体の大半（56.7%）が「熟知している」、「いくらか知っている」と回答した。学術団体のう

ち、同様な回答をした団体は 4 割程度にとどまった。「あまり知らない」と「知らない」が半数超

であり、国内外の動向把握状況にはいくらか差がみられた。のことが明らかになった。職能団体

では「あまり知らない」が 2 団体、「いくらか知っている」が 1 団体、「熟知している」が 1 団体

であった。 

 

2.2. 緩和策・適応策の具体策（4段階評価） 

適応策の具体策に関して、学術団体も産業団体もそれぞれ「ほとんど知らない」、「あまり知らな

い」を合わせ、約 6 割が十分な知識を有しないことがわかった。「いくらか知っている」以上の回

答者はどちらの団体も 3 割（学術団体 32.2%、産業団体 36.7%）程度で、よく知っていると回答し

た団体はごく少数であった。一方、職能団体では 3 団体（75.0%）が「いくらか知っている」と回

答した。緩和策については、全てのカテゴリーにおいて適応策の具体策よりも知識レベルが低水

準であったという結果が得られた。 
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3. 取り組み 

3.1. 会員への生涯教育の提供・一般市民への啓発（3段階評価） 

会員への生涯学習の機会の提供について、全カテゴリーで「提供なく、準備（検討）も未」が最

多であった（学術団体 90.7%、産業団体 69.0%、職能団体 75.0%）。「提供している」と回答した学

術団体と産業団体はわずか 3%程度にとどまり、職能団体はゼロであった。「準備（検討）中」

は、産業団体が 27.6%と最も高く、学術団体が 5.9%であり、準備・検討状況に差がみられた。 

 

3.2. 環境問題・気候変動に対する対応策（3段階評価） 

環境問題・環境汚染および気候変動への対応策について、学術団体では 9 割以上が対応策の策定・

準備をしておらず、取組は極めて限定的であった。一方、産業団体で環境問題、気候変動の対応策

に関する取組がない団体は約 6 割であった。一方、「策定・公表済み」の産業団体は環境問題で 13.8%、

気候変動対応策で 13.3%であり、学術団体と比較し取組が進んでいる様子が伺えた。 

 

3.3. 生物多様性の喪失に対する対応性（3段階評価） 

生物多様性の喪失への対応策について、学術団体（96.6%）、職能団体（75.0%）、産業団体（73.3%）

の全カテゴリーにおいて「検討・公表・準備は未」が最も多く、対応策の策定が進んでいない状況

が明らかとなった。ただし、職能団体と産業団体の約 1/4 が準備・検討中で、産業団体の 1 団体が

策定・公表済であり、一部では取組の前進が認められた。 

 

3.4. オンラインミーティングの実施（4段階評価） 

学術団体においては、カーボンフットプリント（CF: Carbon Footprint）削減目的以外のオンラインミ

ーティング（OM: Online Meeting）実施が 6 割（60.2%）と最も高く、CF 削減目的の OM 実施は 1 割

程度（13.6%）にとどまった。OM 未実施は 20.3%、「わからない」は 5.9%であった。産業団体では、

CF 削減目的以外の OM 実施が 37.9%、CF 削減目的の OM 実施が 17.2%であり、学術団体と同様な傾

向がみられた。OM 未実施が 37.9%、「わからない」は 6.9%であった。職能団体では、CF 削減目的、

CF 削減目的以外の OM 実施がそれぞれ 1 団体ずつ、未実施が 25.0%であった。 

 

4. 政策提言に関する見解 

4.1. 気候変動と健康への投資拡大（3 段階評価） 

気候変動と健康に関して保健医療分野への投資拡大を提言することについて、「適切である」と回

答した学術団体は過半数（58.5%）を占めた。一方で、「わからない」といった回答も 3 割（36.4%）

存在し、判断を保留する団体が存在した。「適切ではない」との回答はごく少数（ 5.1% ）であった。

産業団体では 6 割が「適切である」、4 割が「わからない」であり、「適切ではない」という回答は

なかった。職能団体は全て「適切である」と回答した。気候変動対策強化に関する提言においても

類似の傾向がみられた。 

 

4.2. 気候変動対策の強化に向けた政策提言（3段階評価） 

気候変動対策の強化に向けた政府や関係者への働きかけの必要性について、全ての団体カテゴリ

ーで過半数が「そう思う」と回答した（学術団体 61.9%、職能団体 75.0%、産業団体 70.0%）。一

方、約 1/3 の学術団体（34.7%）と産業団体（30.0%）が「どちらともいえない」と回答してお
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り、気候変動対策の重要性は理解しつつも、団体としての立場表明や具体的な関与については慎

重な姿勢を示していると解釈できる。 

 

5. その他の課題と取組の工夫 

5.1. そのほかの課題と取り組みの工夫（自由記載） 

課題として、１）認識向上・啓発不足、２）知識・エビデンスの把握と整理の必要性、３）不十

分な体制・リソース、４）実践・政策面のサポート不足の 4 つが挙げられた。行っている工夫と

して、CO2排出量削減に関する研究への助成、会員間や学術集会における知識共有、ガイドライン

策定や災害時マニュアル作成等の実践・応用、そして学会としての議論の深化や会員からのアイ

デア募集等が挙げられた。重要だと認識しているが具体的取り組みはまだまだであるという声が

多数挙げられ、問題意識と行動の間にギャップの存在が明らかになった。 

 

5.2. 行政と産業界に求めたい支援策（自由記載） 

行政に求める施策として、CO2 排出量削減や設備投資支援等に対する経済的支援、市民への情報提

供と専門人材育成、ベストプラクティスの共有、気候変動と健康に関する研究に対する助成推進が

挙げられた。一方、産業界には、コーポレートアイデンティティに組み込む啓発・教育の拡大、デ

ィスポーザブル製品の代替技術や低カーボン資材の開発・安価な提供などのイノベーション支援、

医療材料・パッケージの工夫や資源循環等の医療システムのグリーン化、エビデンス創出と国際協

調、予防策推進が挙げられた。 
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1. 背景 

 

気候変動は 21 世紀における最も重要な公衆衛生上の課題とされる 1。人々の健康とウェルビーイングに

深刻な脅威をもたらすとともに、世界の保健医療システムに多大な負荷を与えている 2。日本においても

例外ではなく、熱波、洪水、土砂災害などの極端な気象事象の発生頻度は近年増加しており、健康への重

大な脅威として認識されている 3。これらの影響は、高齢者、小児、妊婦、また社会経済的に弱い立場に

ある人々など、より脆弱な集団に顕著に表れることが知られている 4。 

 

環境省が 2020 年に公表した気候変動影響評価報告書等では、日本における気候変動の健康影響について

詳細な評価が行われている 5–7。その中で、熱中症や熱関連死亡、さらに蚊やダニなどの節足動物が媒介

する感染症が、重要性および緊急性の高い健康課題として指摘されている 8。また、高齢者をはじめとす

る脆弱な集団の健康影響についても言及されている。 

 

また、国際的な学術誌においては、気候変動に対する明確な行動が示されている。2021 年 9 月 6 日には、

『The BMJ』、『Lancet』、『New England Journal of Medicine』を含む 233 誌の国際的な保健医療分野の学術誌

が、気候変動による「壊滅的な健康被害」に対処するための緊急行動を促す共同社説を同時発表した 28。

国際社会における学術誌ではこのような動きが見られる一方で、当該共同社説の署名リストには日本の

保健医療分野の学術誌からの参加は確認されていない 29。また、2023 年に開催された気候変動枠組条約

第 28 回締約国会議（COP28）において、史上初めて「健康の日（Health Day）」が設けられ、「気候と健康

に関する宣言」（COP28 Declaration on Climate and Health）が発表された 30。この宣言は、気候変動が健康

に与える負の影響に対する重大な懸念を表明し、国連気候変動枠組条約（UNFCCC: United Nations 

Framework Convention on Climate Change）およびパリ協定の文脈で気候変動と人間の健康およびウェルビ

ーイングとの相互作用に対処することの重要性を強調している。日本を含む 140 カ国以上がこの宣言を

支持しており、共通の目標として、保健医療システムを気候変動に耐えうる低炭素で持続可能かつ公平

なものへと変革すること、および健康に関する考慮事項を気候政策プロセスに、また気候に関する考慮

事項を保健政策の議題に統合することを目指している。 

 

このように、気候変動と健康に関する科学的知見が蓄積しつつある一方で、保健医療分野における気候

変動対策は依然として不十分であるという指摘がある 9。特に医療従事者に関しては、当機構が 2023 年

に日本国内で診療に従事する医師に対象にして実施した、気候変動と健康に関する認識、知識、および行

動に関する全国調査において、臨床医の多くは気候変動の発生およびその健康影響に対する認識を有し

ていたものの、知識、時間、リソース、教育機会の不足が、十分な気候変動対策の実施を妨げていること

が明らかとなった 10。さらに、2024 年に看護職者を対象とした調査においても、同様な傾向が確認され

た 11。 

 

医療系学術団体・職能団体および医療専門職は、気候変動が健康に及ぼす影響を的確に把握し、気候変動

政策の推進において重要な役割を担う立場にある 12。日本においても、いくつかの専門職団体が、環境に

配慮した保健医療体制の構築に向けたコミットメントを表明している。例えば、2009 年には日本医師会

が「環境に関する日本医師会宣言」13を発表し、地球と人類の保護に向けた 4 本柱の行動指針を示した。

また、2023 年には日本医学会が「未来への提言」14 を公表し、医療専門職が協働して取り組むべき地球

規模の課題として気候変動を明確に位置づけた。しかし、これらの限られた事例を除き、他の学術団体や
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専門職団体が気候変動の健康影響をどのように認識しているのか、また気候変動対策のための施策や組

織体制をどの程度整備しているのかについては、医学系学術団体に対して行われた米国の研究以外に十

分に検討された研究は報告されていない 15。 

 

本研究の目的は、学術団体、職能団体、産業団体を対象として、気候変動と健康に関する認識、知識、取

組、見解を明らかにすることである。 

 

図 1：日本の保健医療分野における気候変動と健康に関する調査（目的・対象） 
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2. 方法 

 

本調査はオンライン調査による横断研究として実施した。質問項目は、医師、看護師、歯科医師などの医

療従事者、および保健医療専門団体に対して行われた、既存の国内外の調査を参考に作成した 15 16 17 18。 

 

質問紙は 6 つのセクションから構成された。 

1. 基本情報：団体のカテゴリー、回答者の職位 

2. 気候変動と健康に関する認識 

3. 気候変動と健康を取り巻く状況に関する知識 

4. 気候変動対策の取組 

5. 気候変動と健康に関する政策提言に関する見解 

6. その他の課題および取組の工夫、行政や産業界に求める支援策 

 

調査対象団体には依頼状を郵送し、その後、電話と電子メールによるリマインドを行った。回答は Google

フォームを用いて収集したが、一部の団体からの紙面での回答に対しては、手動でデータ入力を行った。

同一団体から複数の回答が得られた場合、代表者の回答を採用し、その他の回答は除外した。また、組織

の属性分類に関して、回答内容と著者らがあらかじめ定義したカテゴリーが異なる場合には、著者らが

作成したカテゴリーに基づき再分類した。 

 

統計学的解析は記述統計により行い、カテゴリー変数に対しては件数と割合を算出した。本研究は、日本

経済評価総合研究所による倫理審査を受け、承認を得て実施した。 

 

図 2：日本の保健医療分野における気候変動と健康に関する調査（方法・期間・解析） 
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3. 結果 

 

- 169 団体から反応があり、回答に同意した団体は 152 団体（学術団体 118、職能団体 4、産業団体

30）を有効回答とした（図 3）。学術団体からの回答率は 152 団体（37.6%）であった。その学術

団体の内訳は、医学系体は 67 団体（47.5%）、看護系学術団体は 21 団体（42.9%）、薬学系は 9 団

体（32.1%）、そして歯学系は 21 団体（25.0％）の順であった。 

- 回答者全体の職位は理事長が全体の 89 団体（58.6%）で最も多く、次いで理事（理事会）が 35 団

体（23.0%）、その他 19 団体（12.5%）、環境委員会 9 団体（5.9%）の順であった。学術団体では理

事長が 72 団体（61.0%）と高い一方、産業団体では理事長は 15 団体（50.0%）に加えて、環境委

員会は 5 団体（16.7%）やその他は 7 団体（23.3%）からの回答も多く、団体のカテゴリーによる

回答者の職位分布に差がみられた。 

 

図３：調査の結果 
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3.1. 認識 

3.1.1. 気候変動の発生と地域住民への影響（図４） 

 

図４：気候変動の発生および患者・住民の健康に対する直接的・間接的影響 

 
 

• 気候変動の発生および患者・住民の健康に対する直接的または間接的な影響について、学術団体、

産業団体ともに「強くそう思う」「そう思う」と賛同する回答がほとんどを占め（97%以上）、これ

らの点に関しては一定のコンセンサスが得られていると考えられた。 

• 気候変動の発生に関して、学術団体では「強くそう思う」（75.4%）、「ややそう思う」（22.9%）と

する回答がほぼ全てであり、気候変動の発生に否定的な認識を示したのは 1 団体（0.9%）のみで

あった。同様に、産業団体においても「強くそう思う」（76.7%）、「そう思う」（23.3%）という回

答が大半を占めており、気候変動の発生に否定的な回答はなかった。職能団体では、全ての団体

が「強くそう思う」と回答した。 

• 気候変動が患者や地域住民の健康に対する直接的または間接的な影響について、学術団体の 9 割

以上が「強くそう思う」（72.9%）、「ややそう思う」（27.1%）と回答し、否定的な見解はみられな

かった。産業団体においても「強くそう思う」（70.0%）、「ややそう思う」（30.0%）であり、ほぼ

すべての団体が気候変動について同意した。職能団体においては、全ての団体が、「強くそう思う」

と回答した。 
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3.1.2. 保健医療分野に起因する温室効果ガス排出量（図６） 

 

図 6：保健医療分野に起因する温室効果ガス（GHG）排出量 

 
 

• 保健医療分野に起因する温室効果ガス（GHG: Greenhouse Gas）排出量が気候変動に寄与する程度

について、「大いに寄与している」、「ある程度寄与している」と回答した学術団体は半数未満

（46.6%）であるのに対し、産業団体ではその 2/3（66.7%）が同様な回答をした。 

• 一方、学術団体の 1/6（17%）が「あまり寄与していない」（15.3%）、「ほとんど寄与していない」

（1.7%）と回答し、産業団体の同様に 1/6（16.7%）が「あまり寄与していない」と回答した。職

能団体では「ある程度寄与している」（3 団体、75.0%）最多で、「どちらともいえない」が 1 団体

であった。 

• 産業団体と比較し学術団体では、保健医療分野に起因する GHG 排出が気候変動に与える影響を過

小評価している可能性が示唆される。 
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3.1.3. 気候変動における保健医療分野の団体の役割（図 7） 

図 7．気候変動における保健医療分野の団体の役割 

 
 

• 保健医療分野の団体が気候変動の文脈において患者や地域住民を支援する役割を担っているとい

う認識について、産業団体では「強くそう思う」（30.0%）、「ややそう思う」（43.3%）であり、7 割

が肯定的評価を示した。 

• 学術団体では約半数（57.7%）が肯定的（「強くそう思う」15.3%、「ややそう思う」42.4%）に回答

したが、「どちらでもない」が 1/4（25.4%）、否定的回答が 1/6 程度（16.9%）存在した。 

• 職能団体では 3 団体（75.0%）が肯定的評価を示した一方で、「あまりそう思わない」と回答したの

が 1 団体（25.0%）あり、団体カテゴリー間で認識の差が見られた。 
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3.2. 知識 

3.2.1. 気候変動の健康分野における影響に関する国内外の動向（図 8） 

 

図 8．気候変動の健康分野における影響に関する国内外の動向 

 
 

• 世界の医学系学術誌における文献、国連気候変動枠組条約国会議（COP）での議論、および環境省

による気候変動評価報告書等で記述された、気候変動の健康分野における影響への認識度は、産

業団体が最も高く、半数以上（56.7%）が「熟知している」（6.7%）、「いくらか知っている」（50.0%）

と回答した。 

• 学術団体では「熟知している」（5.1%）、「いくらか知っている」（38.1%）が計約 4 割にとどまり、

「あまり知らない」、「知らない」が過半数で、国内外の動向を把握していない団体が優勢であっ

た。 

• 職能団体では「あまり知らない」が 2 団体（50.0%）で、「いくらか知っている」（1 団体）、「熟知

している」がそれぞれ 1 団体（25.0%）であった。 
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3.2.2. 緩和策と適応策に関する知識（図 9） 

図 9．気候変動の適応策・緩和策に関する知識 

 
 

• 気候変動適応策の具体策についての知識では、職能団体は 75.0%が「いくらか知っている」と回答

し、最も高い理解度を示した。一方、学術団体と産業団体では「あまり知らない」、「全く知らない」

の割合がそれぞれ 65.2%と 60.0%に達し、適応策に関する知識が不十分な傾向が見られた。「熟知

している」と回答した割合は全カテゴリーで低く、学術団体 2.5%、産業団体 3.3%、職能団体 0%で

あった。 

• 緩和策に関して、学術団体では「ほとんど知らない」（30.5%）、「あまり知らない」（67.8%）を合

わせてほぼ全て（98.3%）、産業団体では「ほとんど知らない」（13.3%）、「あまり知らない」

（73.3%）をあわせて 8 割以上（86.6%）が十分な知識を有しないことがわかった。 

• 「熟知している」と回答した団体は存在せず、「あまり知らない」「全く知らない」の割合が適応策

よりも高かった。 
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3.3. 取組 

3-3-1. 会員への生涯教育の提供および一般市民への啓発（図 10） 

図 10．会員への生涯教育の提供と一般市民への啓発 

 
 

• 会員に向けての生涯学習の機会を提供しているかの設問に対して、全カテゴリーで「提供なく、

準備（検討）が未」が最も多くみられた（学術団体 90.7%、産業団体 69.0%、職能団体 75.0%）。 

• 「提供している」と回答した割合は学術団体と産業団体のそれぞれでわずか 3.4%に留まり、職能

団体ではゼロであった。「提供していないが、準備（検討）中」という回答には、産業団体が 27.6%

と最も高く、学術団体が 5.9%であり、準備・検討状況に差がみられた。 

• また、一般市民への啓発については、全カテゴリーにおいて「提供なく、準備（検討）も未」が

最も多く見られた（学術団体 94.1%、産業団体 79.3%、職能団体 75.0%）。 

• 一方で、職能団体においては 25.0％が「提供している」とも回答しており、ほかのカテゴリーに

比べて割合が大きかった。 
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3-3-2. 環境問題・気候変動に対する対応策（図 11） 

図 11．環境問題・気候変動に対する対策 

 
 

• 環境問題・環境汚染および気候変動への対応策について、学術団体では「策定・公表・準備は未」

が環境問題で 93.2%、気候変動で 95.8%であり、取組が極めて限定的であった。 

• 一方、産業団体では「策定・公表・準備は未」が環境問題で 51.7%、気候変動で 60.0%であった。

「対応策を策定・公表している」は環境問題・環境汚染対応策で 13.8%、気候変動対応策で 13.3%、

であり、学術団体と比較し取組が進んでいる様子が伺えた。 

• 職能団体は、環境問題・環境汚染および気候変動への対応策について「策定・公表している」25.0%

（1 団体）、「策定・公表未だが、準備（検討）中」50.0%（2 団体）と取組がみられた。 
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3-3-3. 生物多様性の喪失に対する対応策（図 12） 

図 12．生物多様性の喪失に対する対応策 

 
 

• 生物多様性の喪失に対する対応策について、学術団体、職能団体、産業団体の全カテゴリーにお

いて「策定・公表・準備ともに未」が最も高く、対応策の策定が進んでいない状況が明らかとな

った。 

• 一方、「策定・公表未だが、準備（検討）中」については、職能団体では 25.0%（1 団体）、産業団

体では 7 団体（23.3%）が該当した。 

• 産業団体において 1 団体のみ（3.4%）が、生物多様性の喪失に対する対応策を「策定・公表して

いる」と回答した。 
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3-3-4. オンラインミーティングの実施（図 13） 

図 13．オンラインミーティングの実施 

 
 

• 団体レベルで行うことができる取組の1つとして、オンラインミーティング（OM: Online Meeting）

の実施について質問した。これは移動に伴う二酸化炭素（CO2）排出を削減する手段として挙げら

れている。対象となった学術団体、職能団体、産業団体は、知見の共有とネットワーク形成のた

めに集会や会合を主要な活動として位置づけている。これらの場では、参加者の移動、飲食の提

供、資料の作成・配布など、環境負荷に直結する要素が生じる。 

• 学術団体においては、カーボンフットプリント（CF: Carbon Footprint）削減目的以外の OM 実施が

6 割（60.2%）と最も高く、CF 削減目的の OM 実施は 1 割程度（13.6%）にとどまった。OM 未実

施は 20.3%、「わからない」は 5.9%であった。 

• 産業団体では、CF 削減以外の OM 実施が 37.9%、CF 削減目的の OM 実施が 17.2%であり、学術団

体と同様な傾向がみられた。OM 未実施が 37.9%、「わからない」という回答は 6.9%であった。 

• 職能団体では、CF 削減目的以外の OM 実施と CF 削減目的の OM 実施がそれぞれ 1 団体ずつ、OM

未実施が 25.0%であった。 
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3.4. 気候変動と健康に関する政策提言政策提言 

3.4.1. 保健医療分野への投資拡大および気候変動対策強化に向けた政策提言（図 14） 

図 14．気候変動と健康に関する政策提言 

 
 

• 気候変動と健康に関して保健医療分野への投資拡大を提言することについて、「適切である」と回

答した学術団体は過半数（58.5%）を占めた。一方で、「わからない」といった回答も 36.4%で存在

し、判断保留が一定数存在することが示された。「適切ではない」との回答はごく少数（5.1%）で

あった。 

• 産業団体では「適切である」が 60.0%、「わからない」が 40.0%であり、「適切ではない」との回答

はなかった。 

• 職能団体では、4 組織全てが「適切である」と回答した。 

• 政府や関係者に対して、パリ協定（2015 年）の目標達成「地球温暖化を 2℃未満に抑えるととも

に、1.5℃で抑える努力を継続する」ために、自国の取組強化を積極的に働きかけるべきであると

考えに関する質問でもおおよそ類似の傾向がみられ、「適切である」と回答した学術団体は 73 団

体（61.9%）、職能団体は 3 団体（75％）、そして産業団体は 21 団体（70.0％）だった。 
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3.5. その他（自由記載） 

3.5.1. その他の課題および工夫について（図 15） 

図 15．認識している課題と実施している工夫（自由記載） 

 
 

• 認識された「課題」は、１．認識向上・啓発不足、２．知識・エビデンスの把握と整理の必要性、

３．不十分な体制・リソース、４．実践・政策面のサポート不足に大別された。 

• また、「行っている工夫」として、CO2排出量削減に関する研究への助成、会員間や学術集会にお

ける知識共有、ガイドライン策定や災害時マニュアル作成等の実践・応用、そして学会としての

議論の深化や会員からのアイデア募集等が挙げられた。 

• 重要だと認識しているが具体的取り組みはまだまだであるという声が多数聞かれ、問題意識と行

動の間にギャップの存在が明らかになった。 
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3.5.2. 行政や産業界に対して求めたい施策（図 16） 

図 16．行政と産業界に求めたい施策 

 
 

• 「行政に求める施策」として、CO2 排出量削減インセンティブや設備投資支援等の経済的支援、

市民などへの情報提供と専門人材育成、ベストプラクティスの共有、気候変動と健康に関する研

究助成の推進が挙げられた。 

• 一方、「産業界に求める施策」には、コーポレートアイデンティティに組み込む啓発・教育の拡大、

ディスポーザブル製品の代替技術や低カーボン資材の開発・安価な提供等のイノベーション支援、

医療材料・パッケージの工夫や資源循環等の医療システムのグリーン化、エビデンス創出と国際

協調、予防策の推進が挙げられた。 
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4. 考察 

 

本調査を通じ、以下の 5つが明らかになった。 

4.1 医療系団体における認識のばらつき 

気候変動と健康というテーマに対する自己関連性認知（当事者意識または心理的距離感）には、

団体カテゴリーによる差が認められた。気候変動の発生および患者・地域住民に対する健康影響

に関しては、学術団体、職能団体、産業団体のいずれにおいても高い認識が示された。一方で、

保健医療分野の諸活動が温室効果ガス排出を介して気候変動に及ぼす影響、ならびに気候変動の

健康影響に対して患者や住民へ適切な支援を提供する役割に関しては、学術団体と産業団体にお

いて認識のばらつきがみられた。 

 

特に学術団体は、産業団体や職能団体と比較して、保健医療分野の温室効果ガス排出による気候

変動への寄与や、自らが患者や住民を守る上で果たすべき役割に対する認識が相対的に低い傾向

がみられた。これは医療専門職を対象とした既存の研究でも同様な傾向がみられる 19。この背景

には、学術団体の特性が影響している可能性がある。すなわち、気候変動の発生や患者・住民の

健康影響に関しては、診療・看護・調剤などの実務を通じて認識が形成されやすい一方で、保健

医療システム全体としての気候変動への寄与や、医療系学術団体が担うべき社会的責任について

は、それぞれの研究領域や専門テーマと気候変動の間に関連が希薄、または「自らの範囲外」と

認識されている可能性がある。 

 

実際に、本調査に同意しなかった団体から、本調査が扱うテーマの対象範囲外であるという声が

複数存在した。 

 

4.2 知識不足・情報不足 

次に、気候変動と健康の対策の推進を妨げる要因として、知識および情報の不足が挙げられ

る。気候変動と健康に関する知識については、学術団体および産業団体の双方で、気候変動の

適応策や緩和策について、ほとんどまたは全く把握していないという回答が約 6 割に達し、必

要とされる気候行動に対する知識的基盤が十分に整っていないことが明らかとなった。 

 

この知識不足は、前述の認識のばらつきに加え、体系的な情報提供や学習機会の機会が影響し

ている可能性がある。一方で、職能団体では比較的高い理解度が示されており、これには、世

界医師会による「気候非常事態宣言」20、国際看護師協会による「気候変動に関する声明」21な

ど、国際的な専門職団体による取組が影響していることも考えられる。 

 

4.3 生涯教育の機会・一般市民の啓発の機会の乏しさ 

医療系団体が提供する医療専門職やステークホルダーに対する知識獲得機会の不足が指摘され

た。多くの団体では、会員を対象にした生涯教育や、一般市民への啓発活動など、知識・スキル

の向上（能力開発：Capacity building）を目的とした活動がほとんど実施されていない現状が明ら

かになった。 

 

米国で 115 の医学系学術団体のウェブサイトをレビューした研究によれば、一般市民への教育を
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実施している団体は 8%のみであった 15。このことは、組織内における気候変動と健康に対する認

知度の低さが、会員の知識獲得および能力開発の機会形成に影響している可能性を示唆している。 

 

4.4 環境問題・気候変動の対応策の欠如および団体レベルの取組 

ほとんどの団体では、環境問題・気候変動への対応策が策定しておらず、現在検討（準備）を進

めている団体も一部にとどまることが明らかになった。一方、学術団体の中には、熱中症予防・

対応ガイドライン、災害時の疾患管理マニュアルの策定など、自主的な取組を進めている学術団

体も一定数存在していた。ただし、これらの取り組みはそれぞれの団体の自主性に依存しており、

体系的または業界全体としての取組枠組みは十分に整備されていないことが示された。 

また、環境負荷の軽減に寄与する活動として、オンライン会議の導入が多くの団体で進んでいる

ことも確認された。特に学術団体において実施率が高く、産業団体よりも先行している傾向がみ

られた。オンライン化の主な目的は必ずしもカーボンフットプリント削減ではなかったものの、

移動に伴う CO2排出削減の観点からは、このような取組の普及は一定の意義を有するものと考え

られる。 

 

4.5 政策提言に関するポジティブな反応 

気候変動と健康に対する投資拡大、およびパリ協定の目標に向けた気候変動対策強化に関する政

策提言を政府や政策立案者に対して行うことについて、6 割の団体が「適切である」と回答した。

学術団体に比較して、産業団体においてその割合が高い傾向がみられた。すなわち、多くの団体

が政府や政策立案者への働きかけをポジティブに評価していることが示唆される。 

 

国際的には医療専門職によるネットワークが政策提言や協働行動を推進している例がみられる。

米国においては、気候と健康に関する医療学会コンソーシアム（Medical Society Consortium on 

Climate and Health）という医療専門職によるネットワークが設立され、政策提言、集団的行動の

促進、気候関連政策の推進に取り組んでおり、56 の医療専門団体が参加している。また、英国で

は気候変動に関する英国保健連盟（UK Health Alliance on Climate Change）が同様な活動を展開して

いる。 

 

一方、日本においては、医学系学術団体が加盟する日本医学会は、2023 年 3 月に「未来への提言」

を公表しし、地球規模の健康問題として気候変動を取り上げた。同報告書では、啓発活動、緩和

策・適応策の推進、保健医療体制の強靭化などを、多角的な対応を提言している。今後は、これ

らの提言を政策や実践に反映させるため、医療専門職および医療系団体を横断的に結ぶネットワ

ークの形成が望まれる。 

 

その他、保健医療分野の団体が認識している課題として、啓発や教育を通じた認識の向上、科学的知

見の把握と整理、不十分な組織体制、政策面におけるサポート不足が挙げられた。これらの課題は単

一の団体レベルで解決困難な内容も含んでおり、行政に求めたい政策として、経済的支援（インセン

ティブ設計）、情報提供・教育に関する支援、学校・高等教育での環境教育、好事例（ベストプラクテ

ィス）の共有、気候変動と健康に関する研究助成などが挙げられた。また、産業界に対しても、環境

に配慮した医療材料や設備の開発、一般市民への啓発、科学的知見の共有などが意見として挙がった。

これらは、保健医療分野で気候変動対策を進めていく上で、重要な促進要因と捉えるべきであろう。 
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2020 年、日本政府は 2050 年カーボンニュートラルの実現を宣言した。脱炭素（CO2排出量削減）の取

組には、当然ながら保健医療分野も含まれる。エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）、

地球温暖化対策推進法（2021 年改正温対法）、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する

法律（GX 推進法）などの法整備が進められてきた。さらにグリーン成長戦略（経済産業省）、GX 実行

会議（内閣官房）などを通じ、関連施策が進められてきた。これらの枠組みには保健医療分野の産業

も含まれる。 

 

しかしながら、保健医療分野におけるカーボンニュートラルに向けた取組はいまだ限定的である。省

エネ法および温対法は医療機関もエネルギー使用事業者として法的な報告・削減義務の対象に位置づ

けられている。しかし、全国約 8200 病院のうち、実際に報告を提出しているのは 800 病院にとどま

る。これは、日本においては多く医療機関が、年間エネルギー使用量が 1,500kL 未満であり、報告義務

の対象外となっているためである。したがって、制度上は対象でありながら、実際の取組や報告は限

定的であるのが現状である。また、厚労省が設置する会議体に低炭素社会実行計画フォローアップ会

議がある。そこには職能団体や産業団体などが参加しているが、年 1 回の報告が行われるのみであり、

具体的な目標遵守義務は存在しない。 

 

診療に関しても、学術団体等によって作成されたグリーンプラクティス（環境に配慮した診療）の指

針や行動計画はほとんど見つけることができない。その結果、脱炭素化が重点的に進められているエ

ネルギー分野やモビリティ分野などと比較して、保健医療分野では気候変動対策を促進させるための

制度的・経済的インセンティブが十分とは言い難い。日本において、保健医療分野に起因する温室効

果ガス排出量が全産業の 5-6%を占める日本の現状を踏まえれば、保健医療分野における気候変動対策

は、今後の脱炭素政策の中で重点的に推進すべき分野であると考えられる。 

 

保健医療分野における気候変動対策の先進例としては、英国の取組が参考になる。英国の国民保健サ

ービス（NHS: National Health Service）はグリーナーNHS（Greener NHS）戦略を掲げ 22,23、2040 年まで

にネットゼロ（CO2排出量実質ゼロ）の達成を目標として、適応策および脱炭素を推進している。同戦

略では、薬剤（吸入薬、麻酔ガス）、運輸・移動（車両）、施設・設備、食事、診療、研究、サプライ

チェーンなど複数の重点分野を明確に設定し、炭素排出量の削減目標と進捗状況を定期的に報告して

いる。 

 

このように、保健医療分野が気候変動対策を効率的に進めるためには、分野横断的かつ網羅的な取組

が不可欠である。日本においても、同様の体系的な枠組みを構築する必要がある。本調査の結果が示

すように、現状では個々の団体や医療機関のレベルでの取組に依存しており、十分なインセンティブ

が存在しない。そのため、気候変動の適応策・緩和策に関する体系的な知識・教育プログラムの提供、

環境配慮を診療報酬制度の報酬項目として組み込むこと、環境負荷軽減に取り組む医療機関・医療系

団体に対する補助金・助成制度などの整備などが、有効な政策手段として考えられる。これらを実現

するためには、政府内での省庁横断的な共同体制の強化に加え、医療系団体が政策立案プロセスに積

極的に参画していくことも重要である。 

 

他国においては、保健省主導で気候変動に対する国家戦略が策定・実施されている 24,25。一方で、日
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本では、保健医療分野における気候変動適応策・緩和策が体系的に整理した国家レベルの戦略がまだ

存在しない。こうした状況の中で、当機構は、2024 年 6 月に「保健医療分野における気候変動国家戦

略」を公表した 26。本提言書は、気候変動の影響が顕在化するなかで、気候変動に対して強靭で、か

つ低炭素で持続可能な保健医療システム構築を目指すものである。その中では、保健医療制度改革の

必要性を訴えるとともに、さらなるエビデンスの創出と情報共有、医療専門職の教育・能力開発の強

化、診療報酬・補助金を含むインセンティブ設計の見直し等が提言されている。本調査から得られた

知見は、この提言書の方向性と一致しており、財政的持続性のみならず、環境および気候変動の観点

から保健医療システムの持続性を再検討し、政策立案を進める必要性を示唆するものである。 

 

本調査は、日本の保健医療分野における学術団体、職能団体、産業団体を対象に、気候変動と健康に

関する認識、知識、取組、見解を明らかにした、初の調査研究である。医学系、歯学系、看護学系、

薬学系など複数の医療系学術団体、医師、歯科医師、看護師、薬剤師などで構成される医療専門職団

体、さらに医薬品、医療機器、医薬品卸業など複数セクターを含めた組織レベルでの取組状況を体系

的に明らかにした調査は、著者らが知る限り、国内外通じても前例がない。したがって、本調査は、

産業団体を含めた保険医療分野全体の現状を把握する上で極めて重要な知見を提供するものである。 

 
 

4.6 本調査の限界 

 
 

本調査はいくつかの限界を有する。まず、任意調査に伴う選択バイアスの可能性が存在することである。

本調査は任意参加としたため、選択バイアス（Self-selection bias）が存在する可能性がある。すなわち調

査に参加した団体は、調査に参加しなかった団体に比べ、気候変動と健康というテーマに関してより関

心が高く、すでに何らかの取組を始めている可能性がある。したがって、本調査は保健医療分野全体の認

識、知識、行動、見解を過大評価している可能性があり、保健医療分野への一般化はできない。 
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2 点目に代理測定（Proxy measurement）による情報バイアスの可能性を挙げる。本調査は、解析の単位

（Unit of analysis）を組織に設定したが、特定の回答者（キーインフォーマント：Key informants）を通じ

て組織の認識、知識、取組、見解について回答を求める代理測定を行っている。代理測定においては、情

報バイアスを生じさせる可能性がある 27。また、組織を代表して回答するよう求められた個人が、個人的

視点と集団的視点を混在させる傾向があり、それが潜在的バイアスとなることも考えられる。 

 

さらに望ましさバイアス（Social desirability bias）についても言及する必要がある。調査の回答者が、社会

的に望ましいと思われる回答をする傾向を望ましさバイアスと呼ぶ。本調査は保健医療分野の団体の理

事長宛てに郵送し、回答の 60%が理事長、または理事・理事会であった。このような社会的地域を有する

者が回答したことから、望ましさバイアスが混入している可能性がある。 

 

以上のような限界を有するが、同様な調査は他に見つけられず、本調査は高所得国の保健医療システム

を構成する医療系団体における気候変動と健康に関する認識、知識、取組、見解に関して、貴重な知見を

提供するものであると考える。 

 
 

5. まとめ 

 

本調査では、日本の保健医療分野の団体における気候変動と健康に関する認識、知識、取組、見解を明ら

かにした。気候変動と健康に関連する認識のばらつき、知識不足および情報不足、生涯教育の機会・一般

市民の啓発不足、気候変動政策に関する政策提言に関して前向きな見解が明らかになった。今後、さらに

顕在化すると予測される気候変動の人々の健康および保健医療システム、社会への影響に対応するため

には、医療系団体も政府、政策立案者、医療専門職と協働して、上記の知見を踏まえながら、保健医療シ

ステムのレジリエンス強化および脱炭素化を進めることが重要である。 
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寄附・助成の受領に関する指針 

日本医療政策機構は、非営利・独立・超党派の民間シンクタンクとして、寄附・助成の受領に関する下

記の指針に則り活動しています。 

1. ミッションへの賛同 

当機構は「市民主体の医療政策を実現すべく、独立したシンクタンクとして、幅広いステークホ

ルダーを結集し、社会に政策の選択肢を提供すること」をミッションとしています。当機構の活

動は、このミッションに賛同していただける団体・個人からのご支援で支えられています。 

2. 政治的独立性 

当機構は、政府から独立した民間の非営利活動法人です。また当機構は、政党その他、政治活動

を主目的とする団体からはご支援をいただきません。 

3. 事業の計画・実施の独立性 

当機構は、多様な関係者から幅広い意見を収集した上で、事業の方向性や内容を独自に決定しま

す。ご支援者の意見を求めることがありますが、それらのご意見を活動に反映するか否かは、当

機構が主体的に判断します。 

4. 資金源の多様性 

当機構は、独立性を担保すべく、事業運営に必要な資金を、多様な財団、企業、個人等から幅広

く調達します。また、各部門ないし個別事業の活動のための資金を、複数の提供元から調達する

ことを原則とします。 

5. 販売促進活動等の排除 

当機構は、ご支援者の製品・サービス等の販売促進、または認知度やイメージの向上を主目的と

する活動は行いません。 

6. 書面による同意 

以上を遵守するため、当機構は、ご支援いただく団体には、上記の趣旨に書面をもってご同意い

ただきます。 

 

提言の独立性について 

本提言書は、各会合での議論をもとに、独立した医療政策シンクタンクとして日本医療政策機構が取 

りまとめたものであり、専門家や登壇者等の関係者、および関係者が所属する団体の見解を示すもの 

では一切ありません。 

 

日本医療政策機構について 

日本医療政策機構（HGPI: Health and Global Policy Institute）は、2004 年に設立された非営利、独立、超党

派の民間の医療政策シンクタンクです。市民主体の医療政策を実現すべく、中立的なシンクタンクとし

て、幅広いステークホルダーを結集し、社会に政策の選択肢を提供してまいります。特定の政党、団体

の立場にとらわれず、独立性を堅持し、フェアで健やかな社会を実現するために、将来を見据えた幅広

い観点から、新しいアイデアや価値観を提供します。日本国内はもとより、世界に向けても有効な医療

政策の選択肢を提示し、地球規模の健康・医療課題を解決すべく、これからも皆様とともに活動してま

いります。 
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著作権・引用について 

本提言書は、クリエイティブ・コモンズ・ライセンスの「表示 – 非営利 – 継承 4.0 国際」に規定され

る著作権利用許諾に則る場合、申請や許諾なしで利用することができます。 

 

- 表示：出典（著者／発行年／タイトル／URL）を明確にしてください 

- 非営利：営利目的での使用はできません 

- 継承：資料や図表を編集・加工した場合、同一の「表示 – 非営利 – 継承 4.0 国際」ライセン

スでの公開が必要です 

 

詳細は日本医療政策機構のウェブサイトよりご確認ください。https://hgpi.org/copyright.html 

 

執筆者・協力者 

- 島袋 彰（日本医療政策機構 アドジャンクトフェロー） 

- ヘンカー 寛子（日本医療政策機構 リサーチフェロー） 

- 小澤 愛奈（日本医療政策機構 インターン） 

- 菅原 丈二（日本医療政策機構 副事務局長） 

- 金子 惇（横浜市立大大学大学院 データサイエンス研究科ヘルスデータサイエンス専攻 准教授） 

 

研究助成 

本研究は、日本医療政策機構の資金により実施した。 

 

利益相反 

研究協力者らは利益相反がないことを宣言する。 
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